
必須書類  該当する場合のみ

1　競争入札参加資格審査申請書・・・・・・・・・・・・・・・・・様式第1号　　　　　　

2　営業概要書・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・様式第2号

3　委任状・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・様式第3号

4　営業種目一覧表・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・様式第4号

5　営業所一覧表・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・様式第5号

6　営業実績調書・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・様式第6号

7　本店の納税証明書（写し）

　　　国税

　　　都道府県税

　　　市区町村税（芸西村内に委任する場合は委任先分も必要）

8　登記事項証明書、身分証明書（写し）

9　営業に関する許可書等（写し）

10　返信用封筒（葉書可）

11  チェックリスト（本様式）

12　受付票

13　暴力団排除に関する誓約書及び照会承諾書

令和８・９年度芸西村競争入札参加資格審査申請書（物品購入及び役務の提供）

担当者連絡先

提出書類チェックリスト（村外業者）

申　 請 　者

担　 当　 者



□ 受　理（有効期間　令和８年４月１日　～　令和１０年３月３１日）

□ 不　受　理

不受理の理由
□ 申請書の不備

（内容：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□ 添付書類の不備

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□ 暴力団排除に関する誓約書及び照会承諾書

芸西村役場総務課　管理係
〒781-5792
　高知県安芸郡芸西村和食甲1262番地
　　 TEL　0887-33-2111

FAX　0887-33-4035

営業に関する登録証明書等

営業所一覧表

営業種目一覧表

受　　付　　印

申請業種　物品購入及び役務の提供

商号又は名称
※商号又は名称は申請者が記載すること

※上記の不備書類を、令和　　年　　月　　日までに提出してください。提出後に有資格者名簿に登録
します。
（提出期限後も随時受付しますが、審査の期間を要するため、名簿登録には受付後、数日を要しま
す。）

受付票

返信用封筒

チェックリスト

受　　付　　票

登記事項証明書等（登記事項全部証明書・身分証明書）

納税証明書（国税・都道府県税・市区町村税）

営業実績調書

委任状

営業概要書



様式第1号

                                                                                      
年 月 日

　

職氏名 

電   話     （　　　　　　）　　　　－

所属

氏名

　　1.登録事業所

（ ） －

（ ） －

　　2.使用印鑑（契約書等の書類に使用する登録事業所の印）

芸 西 村 長　  様

令和８・９年度競争入札参加資格審査申請書（物品購入及び役務の提供）

氏名又は代表者

住　  所

  　なお、この申請書のすべての記載事項及び添付書類については、事実と相違ないことを誓約します。

郵便番号   

　　　芸西村が発注する物品購入及び役務の提供等に係る競争入札に参加する資格の審査を申請します。

Ｆ Ａ Ｘ

住　　　所

　〒

商号又は名称

社　　印 代表者印

電　　話

㊞

記入責任者
（担当者）

商号又は名称

営業種目
（全て記載）

フリガナ

氏名又は
代表者職氏名



年 月 日

所

電話 （ ） －

在

電話 （ ） －

地

電話 （ ） －

年間売上高 千円

年 月 から

年 月 まで

人 人 人

様式第2号

合　　　　　　　　否

前　期(2)

令和

 〒

 

月 年

 〒

  

審査

月

 千円

年

営業年数

太枠内のみに記入する。

   ※   計

現組織への変更

営業年数

平均実績高

自己資本金

従業員数

 販売・製造
実 績 高

前々期(1)

技術関係 事務その他

 千円

(1)＋(2)／2

合　計

営 業 概 要 書

支　　　店
営　業　所
出　張　所

代理店契約を
結んでいる会社名

千円

創業

年

 転廃業(休業)

月

商号又は名称

氏名又は代表者職氏名

 　本　　　社

 〒



令和 年 月 日

所在地

委任者 商号又は名称

 代表者氏名                              ㊞

商号又は名称

代表者氏名                                 　　　 ㊞

電話番号 （　　　　　　　　）） －

FAX番号 （　　　　　　　　）） －

令和 年 月 日 ～ 令和 年 月 日

　　　　　　　　　　　　6.その他前各号に付随する一切の件

委　任　期　間

　　　　　　　　　　　　2.契約締結に関する一切の件

　　　　　　　　　　　　3.物品購入及び役務の提供に係る契約の履行に関する一切の件

　　　　　　　　　　　　4.代金の請求及び受領に関する一切の件

　　　　　　　　　　　　5.復代理人選任の件

様式第3号

　私は下記の者を代理人と定め、次の権限を委任します。

委　任　事　項

　　　　　　　　　　　　1.見積及び入札に関する一切の件

委　任　状

芸 西 村 長　  様

所在地



様式第4号

商号又は名称

自動車（下記以外のもの） 無線装置

中型・大型自動車（バス、トラック） 携帯電話

特殊自動車 有線放送機器

救急自動車 上記物品の保守業務（修繕を含む）

消防自動車

自動車関連用品

自動二輪車 一般家庭電気器具

自転車・原動機付自転車 上記物品の保守業務（修繕を含む）

小型船舶

競漕用船艇

ボート・ヨット 温度計測機器

航空機及び関連機器 水質計測機器

上記物品の保守業務（修繕を含む） 研究用試験機

研究用分析機器

測定機器

紙加工機械 精密測定機器

金属加工・工作機械 光学器械

自動車整備用機械 工業計器

木工機械 材料試験機

計量・計測機械器具 産業教育実験実習装置

工具類 製図機械

上記物品の保守業務（修繕を含む） 上記物品の保守業務（修繕を含む）

農業用機械器具 医療機器

林業用機械器具 衛生材料

土木建設用機械器具 福祉機器

上記物品の保守業務（修繕を含む） 介護用品

医薬品

防疫薬剤

焼却炉 工業薬品

ボイラー（木質ペレットボイラー含む） 劇物・毒物

ポンプ・水中ポンプ ＡＥＤ

浄化槽 上記物品の保守業務（修繕を含む）

環境衛生機器

生ゴミ処理関連機器

空調用機器 文具

集塵機器 用紙類

公害防止関連機器 事務用機器

水処理装置 ＯＡ機器（コピー機、印刷機、紙折機等）

滅菌装置 オフィス家具

冷却装置 展示・収蔵設備

濾過装置 上記物品の保守業務（修繕を含む）

プール浄化装置

上記物品の保守業務（修繕を含む）

コンピュータ

コンピュータ周辺機器

視聴覚機材 ソフトウェア

音響装置 サーバー

非常警報装置 上記物品の保守業務（修繕を含む）

非常通報装置

自家発電装置

無停電電源装置

気象衛星受信装置

昇降機

　5　電気・通信機械器具

　5　電気・通信機械器具（つづき）

　6　一般家庭電気器具

　7　理化学・計測機械器具

　8　医療機器、医薬材料

　9　事務用品、事務用機器

　10　コンピュータ関係

営業種目一覧表

　希望する販売物等に○印をつけてください。

　1　車両、船舶、航空機

　2　工作機械器具

　3　農林業・土木建設機械器具

　4　環境調整機械器具



様式第4号

商号又は名称営業種目一覧表

　希望する販売物等に○印をつけてください。

一般印刷（パンフレット、ポスター等） 食器類

軽印刷(事務用印刷物等) 荒物・金物

地図印刷 日用雑貨

名刺印刷 雨具

封筒印刷 台所用品

フォーム印刷 清掃用品

シール印刷（ラベル、ステッカー等） トイレットペーパー

スクリーン印刷（マグネットシート等） 蛍光灯

ＯＣＲ印刷 ギフト（贈答品）

点字印刷

賞状印刷

デジタル印刷 消火器具

グラビア印刷 避難器具

製本 火災報知機器

緩降機

交通安全啓発用品及び機材

建設資材 防犯・保安用品

土木資材 防災用品

道路資材 非常食

上下水道施設資材 上記物品の保守業務（修繕を含む）

農業用資材

園芸資材

ハウス資材 カメラ

船具・漁具 フィルム

梱包材料 写真現像・焼付け

木材 スライドフィルム作成

石材 マイクロフィルム現像

金属材料 カラー電子複写（フルカラーコピー）

ごみ袋 ジアゾ式複写(青焼き･第二原図)

ビニール、ポリエチレン類 製本(複写物･折り図)

ネット類 航空（測量）写真

塗料

害虫防除薬品

化学工業薬品 看板

掲示板

表示板

作業服 ステージハンガー

事務服 ネームプレート

制服 標識

病院用被服（白衣等） 旗

寝具 横断幕・懸垂幕

宿泊施設寝具類 染物

スポーツ用品 ガソリン

体育施設機械器具 灯油

トレーニング機器 Ａ重油

キャンプ用品 Ｂ重油

潜水用具 Ｃ重油

優勝旗 軽油

楯・カップ類 航空燃料

シート幕 オイル

テント ＬＰガス

登山用品 高圧ガス

上記物品の保守業務（修繕を含む） 医療用高圧ガス

木炭

　16　消火・避難器具、防犯用品等

　15　日用品、ギフト

　12　資材

　13　衣料、寝具類

　14　スポーツ用品、テント

　17　写真類

　18　看板、染物

　19　燃料、ガス

　11　印刷・製本



様式第4号

商号又は名称営業種目一覧表

　希望する販売物等に○印をつけてください。

家具

特注家具 車両

畳・襖・障子 産業工作機械

インテリア 土木建設機械

調理機器 空調機器

作業機器（調理台、シンク等） 事務用機器

運搬機器（運搬車、台車等） コンピュータ

洗浄機器（食器洗浄機等） ＯＡ機器

業務用冷蔵庫・冷凍庫 机、椅子、什器類

消毒保管庫 仮設建物

その他厨房機器 テント

上記物品の保守業務（修繕を含む） その他のリース　※2

その他のレンタル　※3

教科書 データ入力・処理

専門書籍 ホームページ作成

絵本 システムの開発・設計・運用

参考書 ハードウェア保守管理

辞典 教育・講師（インストラクター等）

雑誌 その他情報関連サービス

洋書

外国雑誌 デザイン・グラフィックデザイン

その他の書籍

翻訳

筆耕（テープ起こし）

楽器 執筆・編集・取材

和楽器 報告書・議事録作成

デジタル楽器 速記

楽書 コールセンターオペレーター

楽譜 人材派遣

防音システム 車両運行業務

上記物品の保守業務（修繕を含む） その他代行サービス関連

広告代理

米 イベントに関する企画・運営

製パン

牛乳 旅行の企画・運営

一般食品 不動産鑑定

惣菜材料 土地家屋調査

清涼飲料水 森林整備関係調査

図書カード 検針業務

印章 ダイオキシン濃度計量

徽章

選挙関連用品 一般廃棄物収集・運搬

展示用模型 産業廃棄物収集・運搬

教材 産業廃棄物中間処理

遊戯機械器具 産業廃棄物最終処分

玩具 特別管理産業廃棄物収集・運搬

図書館用品・什器

舞台用器具、備品 浄化槽メンテナンス

金属製品 害虫防除

木工製品 砂場消毒

その他物品　※1

　　物品のリース、レンタル

　　情報関連サービス

　　デザイン関連

　　代行関連

　　調査関連

　　廃棄物処理関連

　　衛生管理関連

　20　家具、厨房

　　広告・催事関連

　24　サービス業

　21　書籍

　22　楽器

　23　その他物品



様式第4号

商号又は名称営業種目一覧表

　希望する販売物等に○印をつけてください。

貯水槽

消防設備

電気設備

空調設備

機械設備

昇降機

自動ドア

樹木剪定・除草等

各種施設の点検保守　※４

写真撮影

地図作成

クリーニング

運送

清掃

警備

ピアノ調律

椅子張り替え

畳表替

車両

廃油

ＯＡ機器

消火器

該当する場合、下記に詳細を記載してください。

一覧にない希望するサービスの内容（24）

※5　不用品の買取りの内容（24)

※2　その他リースの内容(24）

※4　各種施設の点検保守の内容（24）

※3　その他レンタルの内容（24）

※1　その他物品の内容（23）

　　不用品の買取り　※5　　

　　その他の専門サービス関連

　　点検・保守・維持管理関連



様式第5号

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

T    E    L

F    A    X
Eメールアドレス

F    A    X

F    A    X
Eメールアドレス

T    E    L

Eメールアドレス

T    E    L

Eメールアドレス

T    E    L

F    A    X

F    A    X
Eメールアドレス

F    A    X

T    E    L

T    E    L

Eメールアドレス

郵 便 番 号 所    在    地
電話・FAX番号・Eメールアドレス
（市外局番－市内局番－番号）

T    E    L

F    A    X
Eメールアドレス

T    E    L

F    A    X
Eメールアドレス

T    E    L

F    A    X
Eメールアドレス

T    E    L

F    A    X
Eメールアドレス

T    E    L

F    A    X
Eメールアドレス

T    E    L

F    A    X
Eメールアドレス

T    E    L

F    A    X
Eメールアドレス

T    E    L

F    A    X
Eメールアドレス

T    E    L

T    E    L

F    A    X
Eメールアドレス

Eメールアドレス

F    A    X

営  業  所  一  覧  表

営業所名称



様式第6号

請負金額

（千円）

注文者の所在する
都道府県名

件　　　　名注　文　者

令和 年 月

令和 年 月

受 注 時 期

年令和 月

月

令和 年 月

令和 年

月

令和 年 月

令和 年

月

令和 年 月

令和 年

令和 年

令和 年

令和 年

月

令和 年 月

令和 年

月

令和 年 月

令和 年

月

令和 年 月

令和 年

月

令和 年 月

月

令和 年 月

月

令和 年 月

令和 年 月

令和 年 月

令和 年 月

令和 年 月

令和 年 月

令和 年 月

月

令和 年

　　営　　業　　実　　績　　調　　書

月

令和 年



　㊞　　

　役員等名簿

年号 年 月 日

（表面）

暴力団排除に関する誓約書及び照会承諾書

　私は、自己又は自社の役員等が，芸西村の事務及び事業における暴力団の排除に関する規則（平
成24年規則第15号。以下「暴力団排除規則」という。）第２条第２項第５号に該当する者ではない
ことを誓約します。
また、下記役員等名簿に記載した者が暴力団排除規則第２条第２項第５号のいずれにも該当する者
ではないことを安芸警察署に照会することを承諾し、契約後に該当することが判明した場合、契約
の解除等の村が行う一切の措置及び当方が被る不利益について異議の申し立てを行いません。

令和　 年　 月　 日

芸　西　村　長　　様

職　名 備　考氏名（ｶﾅ） 住所

所在地（住所）

氏名（漢字）
生年月日

性別

法人名･商号･名称等

代表者　職名　氏名

記



（裏面）
【備考】
　　　氏名、生年月日等、この調書に記載されたすべての個人情報は、芸西村個人情報保護条例（平成
　　16年条例第１号）の規定に基づき取り扱うものとし、芸西村が芸西村の事務及び事業における暴力
　　団の排除に関する協定書に基づき実施する暴力団等の排除措置以外の目的には使用しません。また、
　　芸西村がこれらの情報をもとに安芸警察署から取得した個人情報についても同様です。
【記入方法等】
　　１　この名簿には、次に該当する者を記載してください。なお、氏名は正確な（旧字等）字体で記載
　　　してください。
　　（１）株式会社、有限会社については、取締役（代表取締役を含む。）及び執行役（代表執行役を含
　　　　む。）
　　（２）合名会社又は合同会社については、社員
　　（３）合資会社については、無限責任社員
　　（４）社団法人又は財団法人については、理事
　　（５）法人については、（１）から（４）までに掲げる者のほか経営若しくは運営に実質的に関与し
　　　　ている者
　　（６）法人格を有しない団体については、代表者及び団体の規約において重要な意思決定に直接関与
　　　　することとされる者
　　（７）個人については、その者
　　（８）次に該当する場合は、（１）から（７）に掲げる者のほか、次の者
　　　　①　支配人を置く場合は、支配人
　　　　②　芸西村との取引において、支店長又は営業所長その他の者に契約事務を委任する場合は、支
　　　　　店長又は営業所長その他の者
　　　　③　芸西村に事業所がある場合で、本店長、支店長その他いかなる名称を有する者であるか、ま
　　　　　た、契約事務の委任等を受けた者であるかを問わず、事業所の業務を統括する者（当該者の権
　　　　限を代行し得る地位にある者を含む。）
　　（９）当該法人が会社更生手続き又は民事再生手続き中である場合は、（１）から（８）までに掲げ
　　　　る者のほか、管財人
　　２　新たにこの名簿に記載すべき者が就任した場合は、遅滞なく本書を提出してください。

○芸西村暴力団排除条例　（抜粋）
　(定義)
第２条　この条例において、次に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。
（１）　暴力団　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律(平成３年法律第77号。以下「法」
　　　という。)第２条第２号に規定する暴力団をいう。
（２）　暴力団員　法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。
（３）　略

○芸西村の事務及び事業における暴力団の排除に関する規則　（抜粋）
　（定義）
第２条　この規則において使用する用語の意義は、次項に定めるほか、条例で使用する用語の例による。
２　この規則において次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。
（１）～（４）　略
（５）排除措置対象者　国からの通達等において特別の定めがある者を除き、次に掲げる者をいう。
　　ア　暴力団
　　イ　暴力団員
　　ウ　暴力団員等　暴力団員又は暴力団準構成員（暴力団員以外の者で、暴力団又は暴力団員の一定
　　　の統制の下にあって、暴力団の威力を背景に暴力的不法行為等（暴力団員による不当な行為の防
　　　止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第１号に規定する暴力的不法行為等をいう。）
　　　を行うおそれがあるもの又は暴力団若しくは暴力団員に対し、資金、武器等の供給を行う等暴力
　　　団の維持若しくは運営に協力するものをいう。）
　　エ　アからウまでに掲げるもの以外のものであって、次のいずれかに該当するものとして村長が認
　　　めるもの
　　（ア）役員等が暴力団員等に該当するもの
　　（イ）役員等が業務に関し、暴力団員等であることを知りながら当該者を使用し、又は雇用してい
　　　　るもの
　　（ウ）暴力団又は暴力団員等がその経営又は運営に実質的に関与しているもの
　　（エ）役員等が、自己、その属する法人等若しくは第三者の利益を図り、又は第三者に損害を加え
　　　　ることを目的として、暴力団又は暴力団員等を利用しているもの
　　（オ）役員等が、いかなる名義をもってするかを問わず、暴力団又は暴力団員等に対して、金銭、
　　　　物品その他財産上の利益を与え、又は便宜を供与する等直接的又は積極的に暴力団の維持又は
　　　　運営に協力し、又は関与しているもの
　　（カ）役員等が、業務に関し、暴力団又は暴力団員等が経営又は運営に実質的に関与していると認
　　　　められる業者であることを知りながら、これを利用しているもの
　　（キ）役員等が、村との契約に関し、暴力団又は暴力団員等が経営又は運営に実質的に関与してい
　　　　ると認められる業者であることを知りながら、これを利用しているもの
　　（ク）（ア）から（キ）までに掲げるもののほか、役員等が暴力団又は暴力団員等と社会的に避難
　　　　されるべき関係を有しているもの


